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決算総括（連結）
2000年度 2001 年度 差異

売上高 10,867億円 10,975億円 +108億円 （+1.0％）

営業利益 1,036億円 1,106億円  +70億円 （+6.7％）

経常利益 668億円 806億円 +138億円（+20.6％）

当期純利益 275億円 519億円 +244億円（+88.1％）
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左目盛り：売上高
右目盛り：利益

（ご参考）
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    連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別構成比

ガス
64.4%

ガス器具
12.8%

受注工事
6.1%

建物賃貸
3.2%

その他の
事業
13.4%

84.3%

2.1%

4.1%

3.4%
6.1%

外側：売上高（部門間の内部取引を含む）

内側：営業利益（配賦不能営業費用を含まず）

ガス
64.1%

ガス器具
12.7%

受注工事
6.2%

建物賃貸
3.3%

その他の
事業
13.8%

83.9%

2.2%

3.7%
4.5%

5.7%

＜2000年度＞ ＜2001年度＞
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ガス販売量実績（連結）

3,039 3,167 3,119

2,460 2,570 2,943

802

2,363
2,3532,189
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1999年度 2000年度 2001年度

百万m3

卸供給卸供給卸供給卸供給 +1.6 %
卸先による引取量の増加等によ
り増加

商業用その他用商業用その他用商業用その他用商業用その他用 +0.4 %
新規空調物件の稼動があったも
のの暖冬等の影響により微増

工業用工業用工業用工業用 +14.5 %
景気影響による既存物件の稼
動減があったものの新規物件の
獲得、東京電力品川火力発電所
の新規稼動等により増加

家庭用家庭用家庭用家庭用 -1.5 %
新しいお客さまの獲得およびｶﾞｽ
機器の普及拡大は順調に進ん
だものの4月・梅雨明けの高気温
や史上2番目の暖冬による影響
により減少

前年度比3.9％増

＜合計84.2億m3＞
＜合計88.8億m3＞

＜合計92.3億m3＞

（ご参考）

<2000→→→→2001年度増減要因年度増減要因年度増減要因年度増減要因>

お客さま件数
900万件突破
（916万件）
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売上高 7,407 7,504

営業利益 1,499 1,492

2000年度 2001年度

連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

         ＜  ガ  ス   ＞
対前期
＋97億円
（+1.3%）       ＜主な要因＞

売上高：
●昨年2月のガス料金引き下
    げによる減収 (204億円）
○ｶﾞｽ販売量+3.9%増
○ｽﾗｲﾄﾞ制度にもとづく料金
    のﾌﾟﾗｽ調整

営業利益：
●14円強の大幅な円安およ
    び使用量増等による原材
    料費増加（＋127億円）
●当期より一般管理費の一
    部をガス部門計上(45億円）
     したため営業費用増加

対前期
-7億円
（-0.5%）
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連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

                ＜ガス器具＞
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売上高 1,465 1,492

営業利益 66 72

2000年度 2001年度

＜主な要因＞
売上高：
○床暖房、GHP、TES等の販売
    の好調
○住宅ﾛｰﾝ減税期限前の駆 け
    込み需要

営業費用も販売台数の増加に
伴い1.5％増加したが、営業利益
 9.3％増

対前期
＋26億円
（+1.8%）

対前期
＋6億円
（+9.3%）
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連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

                 ＜受注工事＞
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売上高 719 713

営業利益 39 36

2000年度 2001年度

＜主な要因＞
売上高：
○住宅ローン減税期限前の
    駆け込み需要等による新
    設工事件数の増加
●新設工事単価の引下げを
    実施したため売上減

営業費用が2億円減少した
 ものの営業利益減

対前期
-5億円
（-0.8%）

対前期
-3億円
（-7.7%）
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売上高 376 375

営業利益 80 60

2000年度 2001年度

連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

                  ＜建物賃貸＞

＜主な要因＞

売上は前期並み

営業利益：
○効率化とコスト削減に努
    めた
●新宿パークタワービル
    の減価償却方法の変更
    （定額法から定率法）に
    よる減価償却費の増加
    37億円等による営業費
    用増

対前期
±0億円
（-0.1%）

対前期
-19億円
（-24.7%）
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連結ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益

                ＜その他の事業＞
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売上高 1,595 1,560

営業利益 101 107

2000年度 2001年度

＜主な要因＞
売上高減少要因：
●地域冷暖房事業の料金
    引下げによる売上減少等
    により売上減

営業利益増加要因：
○営業費用が地域冷暖房
    設備の減価償却費の減
    少等で減少したため営業
    利益増

対前期
-35億円
（-2.2%）

対前期
+6億円
（+6.6%）

地域冷暖房事業や

エンジニアリング事業
等が中心
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連結費用

項目
2001 年度

実績

前年度比

増減
増減率

売上高 10,975億円 +108億円 +1.0％

売上原価 5,619億円 +9億円 +0.2％

供給販売費

一般管理費
4,249億円 +28億円 +0.7％

総費用 9,869億円 +38億円 +0.4％

営業利益 1,106億円 +70億円 +6.7％
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連結利益

項目
2001 年度

実績

前年度比

増減
増減率

営業利益 1,106億円 +70億円 +6.7％

営業外損益 -299億円 +68億円 +18.5％

経常利益 806億円 +138億円 +20.6％

当期純利益 519億円 +244億円 +88.1％
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ガス販売量見通し（連結）

3,039 3,167 3,119 3,250

2,460 2,570 2,943
3,394

802

2,363
2,3532,189

2,624

886

790
738
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1999年度 2000年度 2001年度 2002年度予

百万m3

卸供給卸供給卸供給卸供給 +10.5 %
昨年12月から供給を開始した太田
都市ｶﾞｽへの卸供給がﾌﾙ寄与する
こと、卸先の引取量の増加等による

商業用その他用商業用その他用商業用その他用商業用その他用 +11.0 %
（気温影響補正後+10.6%)

新規物件の稼動等により増加

工業用工業用工業用工業用 +15.3 %
新規物件の稼動、東京電力品川火
力の増量（+325百万m3）の新規稼
動等により増加

家庭用家庭用家庭用家庭用 +4.2 %
   (気温影響補正後+2.4%）

新たなお客さまの獲得,ﾌｧﾝﾋｰﾀｰ･床
暖房の拡販等の営業に注力し増加

前年度比10.0％増

＜84.2億m3＞
＜88.8億m3＞＜92.3億m3＞

（ご参考）

<2001→→→→2002年度増減見通し要因年度増減見通し要因年度増減見通し要因年度増減見通し要因>
＜合計101.5億m3＞
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2002年度見通し（連結）

2002年度見通し2001 年度実績

（ご参考） 見通し 2001 年度比増減

売上高
10,975億円

(前年度比+1.0%)
11,210億円

+235億円

+2.1％

営業利益
1,106億円

(前年度比+6.7%)
1,020億円

-86億円

-7.8％

経常利益
806億円

(前年度比+20.6%)
760億円

-46億円

-5.7％

当期純利益
519億円

(前年度比+88.1%)
490億円

-29億円

-5.6％
ｈ
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<ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ><ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ><ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ><ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ>

1,280

1,0521,113
1,249

1,669
1,9741,778 1,890
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1,000

2,000

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度見通し

億円

設備投資額 当期利益＋減価償却費（長前償却込）

フリーキャッシュフロー

＝当期利益＋減価償却費（長前償却込）－設備投資額

               （当社中期経営計画で定義した簡便法による）

主要連結経営指標

＜＜＜＜ROAROAROAROA＞＞＞＞
                    1999年度       2000年度        2001年度      2002年度見通し
                      1.51.51.51.5％％％％                →→→→   1.5   1.5   1.5   1.5％％％％                →→→→     3.0     3.0     3.0     3.0％％％％          2.8          2.8          2.8          2.8％％％％
（参考）当期利益 266億円        275億円          519億円       490億円

420420420420億円億円億円億円 665665665665億円億円億円億円 921921921921億円億円億円億円 610610610610億円億円億円億円

14
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主要連結経営指標

<有利子負債残高><有利子負債残高><有利子負債残高><有利子負債残高>
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連結 単体
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連結ｸﾞﾙｰﾌﾟ事業系統図

東東東東 京京京京 瓦瓦瓦瓦 斯斯斯斯 （株）（株）（株）（株）

 製品の流れ
        その他

連結会社

持分法適用関連会社

ｶﾞｽの卸供給

千葉ガス（株）千葉ガス（株）千葉ガス（株）千葉ガス（株）

筑波学園ｶﾞｽ（株）筑波学園ｶﾞｽ（株）筑波学園ｶﾞｽ（株）筑波学園ｶﾞｽ（株） （株）ｶﾞｽﾀｰ（株）ｶﾞｽﾀｰ（株）ｶﾞｽﾀｰ（株）ｶﾞｽﾀｰ

ｶﾞｽ機器の卸売

（株）関配（株）関配（株）関配（株）関配

ｶﾞｽ機器の卸売

ｶﾞｽ配管工事

東京ｶﾞｽ都市開発（株）東京ｶﾞｽ都市開発（株）東京ｶﾞｽ都市開発（株）東京ｶﾞｽ都市開発（株）

建物の賃貸

東京ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ（株）東京ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ（株）東京ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ（株）東京ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ（株）

ｺｰｸｽの販売

LNGの販売

東京ｶﾞｽｹﾐｶﾙ（株）東京ｶﾞｽｹﾐｶﾙ（株）東京ｶﾞｽｹﾐｶﾙ（株）東京ｶﾞｽｹﾐｶﾙ（株）

化成品等の販売

東京ｶﾞｽ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ東京ｶﾞｽ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ東京ｶﾞｽ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ東京ｶﾞｽ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
（株）（株）（株）（株）

ｶﾞｽ関連設備等の建設

（株）ﾃｨｰｼﾞｰ情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ情報ﾈｯﾄﾜｰｸ

情報処理ｻｰﾋﾞｽ

東京酸素窒素（株）東京酸素窒素（株）東京酸素窒素（株）東京酸素窒素（株）

LNG冷熱の販売

東京ｴﾙｴﾇｼﾞｰﾀﾝｶｰ（株）東京ｴﾙｴﾇｼﾞｰﾀﾝｶｰ（株）東京ｴﾙｴﾇｼﾞｰﾀﾝｶｰ（株）東京ｴﾙｴﾇｼﾞｰﾀﾝｶｰ（株） ﾃｨｰｼﾞｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ（株） ﾃｨｰｼﾞｰ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ（株）ﾃｨｰｼﾞｰ･ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ（株） ﾊﾟｰｸﾀﾜｰﾎﾃﾙ（株）ﾊﾟｰｸﾀﾜｰﾎﾃﾙ（株）ﾊﾟｰｸﾀﾜｰﾎﾃﾙ（株）ﾊﾟｰｸﾀﾜｰﾎﾃﾙ（株）

輸送船舶の貸渡 ｸﾚｼﾞｯﾄ・ﾘｰｽ業務 金融業務 ﾎﾃﾙ運営

GAS MALAYSIA SDN.BHD.
ｶﾞｽ供給

（参 考）
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自由化の進展に向けての
当社の新たなドメイン拡大への取り組み事例

１．上流分野への進出１．上流分野への進出１．上流分野への進出１．上流分野への進出
●ﾊﾞﾕ･ｳﾝﾀﾞﾝ･ｶﾞｽ田開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの参画とLNG購入
                                                                        （2002年3月）
    ①LNG買主として初めてのガス田権益から液化、輸送、
       購入までのLNGﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｪｰﾝへの参画
    ②購入LNGは全量FOBにより輸送ｺｽﾄ圧縮
    ③LNG販売ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大
●豪州ﾋﾞｸﾄﾘｱ州ｶﾞｽ事業開発への参画（2001年8月）
    ①初の上流分野から下流分野までの一貫ﾁｪｰﾝﾋﾞｼﾞﾈｽへ
       の参画
●LNGﾀﾝｶｰの自社保有
     （2船、2003年､2005年の就航予定）
   ①輸送ｺｽﾄ圧縮
   ②輸送ﾋﾞｼﾞﾈｽへの進出
   ③ｽﾎﾟｯﾄへの対応

２．電力ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大２．電力ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大２．電力ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大２．電力ﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大
●株式会社ｴﾈｯﾄ（電力小売事業）
●ﾏｲｴﾅｼﾞｰ株式会社（分散型発電事業）
●株式会社東京ガスﾍﾞｲﾊﾟﾜｰ（発電事業，10万kW）
●日石三菱との共同発電事業（40万kWｸﾗｽ）
●東京都・ｼｪﾙｶﾞｽﾊﾟﾜｰ&ｼﾞｬﾊﾟﾝとの発電事業
                                                     （15万kWｸﾗｽ）
●特定電気事業（六本木六丁目再開発事業）

３．長期安定料金を武器とした天然ｶﾞｽ販売会社の設立３．長期安定料金を武器とした天然ｶﾞｽ販売会社の設立３．長期安定料金を武器とした天然ｶﾞｽ販売会社の設立３．長期安定料金を武器とした天然ｶﾞｽ販売会社の設立
●株式会社ﾆｼﾞｵ（2002年5月設立：東京ガス・ｼｪﾙｶﾞｽﾊﾟﾜｰ&ｼﾞｬﾊﾟﾝ）
    ①ｼｪﾙの提供する金融技術等の活用による競合力ある長期契約
       に基づく発電事業者向け安定的料金による天然ガスの販売
    ②発電ﾋﾞｼﾞﾈｽ等大規模長期安定需要家の囲い込み

４．ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の展開４．ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の展開４．ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の展開４．ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の展開
●株式会社ｴﾈﾙｷﾞｰｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ（2002年7月設立・予定）
   ①新たな付加価値ｻｰﾋﾞｽであるｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業の加速・拡大
   ②「ESCO事業」、「地域冷暖房事業」、「ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ設備・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ
       事業」の一体化による迅速・機動的事業展開

５．ｻｰﾋﾞｽ業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの実施５．ｻｰﾋﾞｽ業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの実施５．ｻｰﾋﾞｽ業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの実施５．ｻｰﾋﾞｽ業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞの実施
●東京ｶﾞｽｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ株式会社（2002年4月設立）
    ①ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ化によるｺｽﾄ削減
    ②ｶﾞｽｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸを活かしたﾎｰﾑｻｰﾋﾞｽ事業への進出
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